
令和４年４⽉に指定されたスーパーシティ等における先端的サービスの早期実装や事業の円滑
な実施等を推進するとともに、法⼈農地取得事業を構造改⾰特別区域法に基づく事業に移⾏
するため、所要の措置を講ずる。

改正の趣旨

国家戦略特別区域法及び構造改⾰特別区域法の⼀部を改正する法律（令和5年法律第20号）

国家戦略特別区域法に規定されている法⼈農地取得事業を構造改⾰特別区域法に基づく
事業に移⾏するための規定の整備を⾏う。

２．法⼈農地取得事業に係る所要の措置

※ その他、オンライン服薬指導が全国展開されたことに伴い、国家戦略特別区域法における特例措置の規定
を削除するとともに、平成16年の構造改⾰特区法改正により第23条が追加された際に⼿当てする必要が
あった同条第２項の規定について、所要の整備を⾏う。

分野横断的な先端的サービスの実施に必要な
データ連携基盤を整備する者に対して国が⾏う
援助の内容として、これまでの互換性の確保の
取組（データ仲介機能の開発・無償提供等による基盤
整備コストの抑制など）に加え、データ連携基盤の
利⽤における安全性と信頼性の確保に関する
情報の提供等を追加

規制の特例措置等の適⽤を受ける特定事業
の実施に当たって、補助⾦等交付財産の⽬的
外使⽤等に関する事項を区域計画に記載し、
内閣総理⼤⾂の認定を受けたときは、補助⾦
等交付財産の⽬的外使⽤等に係る各省各庁
の⻑の承認があったものとみなす。

１．スーパーシティ等における先端的サービス等の推進に係る所要の措置

事業者の予⾒性の向上と事務コストの低減に
より、国家戦略特区における特定事業の円滑
かつ効率的な実施を推進

データ連携基盤の整備へのきめ細かな援助を
通じて、⾃動配送ロボットの⾛⾏やドローンの
運航等の先端的サービスの早期実装を推進

＜特例の活⽤イメージ＞

振動試験設備

電波試験設備

スタートアップ企業の
新製品テスト

⽬的外
使⽤等

＜援助の例＞
助⾔等専⾨家 データ連携基盤を整備する者

• ロボット⾛⾏⽤の最新の３次元地図データが建物所有者
等から提供されることを確保すること
• ドローン運航⽤の気象データが常時提供されることを確保
し、メンテナンス時は代替措置を講じること
• 個⼈情報は暗号化し本⼈同意を得た範囲で取得・提供
されるシステムとすること 等

• ロケット開発⽤の振動試験設備等を、本来業務に使⽤
していない時間に、スタートアップ企業が新製品の耐久
試験のために使⽤する

• 地域の⼦育て世帯の増加に対応するため、現在使われ
ていない⼩学校の空き校舎の⼀部を、新たな保育施設
を整備するために転⽤する

（２）データ連携基盤の整備等に関する援助の拡充

（１）補助⾦等交付財産の⽬的外使⽤等に係る承認⼿続の特例の追加

先端的サービスの早期実装

※ 併せて、先端的サービスの実施に関連する規制改⾰を着実に推進。
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